
１

２

３

４

５
地区 異 動
(地域) 増 減

89 7 92
（1）

39 1 39

　

154 8 5 157
（1）

６ 　主たる事務所・地区の状況

　の安定と向上に資することを目的とする。

8

（　）内は法人社員数

　　地区(地域)名　岡山地区  岡山市北区南方二丁目１番６号

　　　　　　　　　津山地区  津山市田町７２番地

　  主たる事務所  岡山市北区南方二丁目１番６号

        　　　　　井笠地域  浅口郡里庄町大字新庄グリーンクレスト１７番地９

合　計

津　山

  （2）

8

  （2）

  （3）

2

5 5

　(4) 前各号に掲げる事務についての相談

当 期 末

  （2）
1

　行政庁に関する事項

　新地博史（入会）　森分昭（退会）

　社員の状況

　　岡山県

前 期 末

　(5) その他本協会の目的を達成するために必要な事業

松島　誠（退会）浦田永二（退会）秋田泰則（退会）　　　　　　　　　
4

  （1）

有髙幹晴（入会）井出柊平（入会）松島　健（入会）國定事務所（入会）

鵜木　元（入会）兒島匡哉（入会）野上将材（入会）田村　忍（退会）

倉　敷
(備北)

倉　敷
(倉敷)

11

2

倉　敷
(井笠)

　設立年月日　　　　

11

  明らかにする業務の専門家として、不動産に関する権利の明確化に寄与し、もって国民生活
  利益となる事業の成果の速やかな安定を図り、不動産の表示に関する登記及び土地の筆界を

　(1) 不動産の表示に関する登記について必要な土地又はこれに関する調査又は測量

倉　敷
(総社)

　定款に定める事業内容

岡　山

　　昭和６０年１２月２１日

  本協会は、社員たる土地家屋調査士（以下「調査士」という。）又は土地家屋調査士法（以
  下「調査士法」という。）第２６条に規定する土地家屋調査士法人（以下「調査士法人」と
  いう。）の専門的能力を結合し、官庁、公署その他政令で定める公共の利益となる事業を行

　　  又は地方法務局に提出し、又は提供する書類又は電磁的記録の作成

　定款に定める目的　

  測量又はその登記の嘱託若しくは申請の適正かつ迅速な実施に寄与することにより、公共の
  う者（以下「官公署等」という。）による不動産の表示に関する登記に必要な調査若しくは

　(2) 不動産の表示に関する登記の申請手続又はこれに関する審査請求の手続についての代理
　(3) 不動産の表示に関する登記の申請手続又はこれに関する審査請求の手続について法務局

備　　　　　　　　　考

令 和 ４ 年 度 事 業 報 告 書
令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで

        　　　　　総社地域  総社市中原７７９番地５　　
        　　　　　倉敷地域  倉敷市昭和二丁目３番２２号

Ⅰ　法人の概況

　　    　　　　　備北地域  高梁市正宗町２０４０番地７



７ 　役員等に関する事項

８ 　職員に関する事項

Ⅱ　事業の状況

１ 　事業の実施状況
　　業務開発活動

２ 　契約等業務に関する事項

（単位：円）

　　  地　区（地　域）別

33,440,528

123

合　　　　　　　　　 計

95,537,720

188,062,482
18

金　　　　　額地　  区 （地　域） 名

合　　　　 　　　　 計 188,062,482

0

218

山   縣　      始

理　　      事

副  理  事  長
佐　 藤　 栄　 祐

理　　      事

理　　      事

担当職務・現職氏　　　名
土 地 家 屋 調 査 士

土 地 家 屋 調 査 士
本   田   裕   之 非　常　勤
西　 本　 憲 　次

監  　      事

勤  続　年　数

土 地 家 屋 調 査 士

土 地 家 屋 調 査 士

岡 山 地 方 法 務 局 1

土 地 家 屋 調 査 士
非　常　勤 土 地 家 屋 調 査 士

土 地 家 屋 調 査 士
楠　 原　 良　 則
禾　 本　 政　 章

非　常　勤

理　　      事 土 地 家 屋 調 査 士
常　　　勤

非　常　勤
吉　 竹　 誠　 児

174

０２    名

発　　　　注　　　　先

３６年１ケ月、３年１１ケ月

件　　　数

　　

　　　発  注  先  別

専　務　理　事

土 地 家 屋 調 査 士非　常　勤
阿　 部 　英　 樹

副  理  事  長

前期末比増減

土 地 家 屋 調 査 士
土 地 家 屋 調 査 士

中　 村　 輝　 治

9

岡 山 大 学

67

261,250

総 社 市

倉 敷 市

1

2,270,400
岡 山 県

10
11,543,310

岡 山 市

52

進　　　　典　 幸 非　常　勤

非　常　勤副  理  事  長

常勤・非常勤の別

土 地 家 屋 調 査 士

役　　職
理  　事  　長 粟   井   洋   充

26

24,723,277

20,635,710県 民 局 関 係

371

岡 山 地 区

非　常　勤

土 地 家 屋 調 査 士
理　　      事 田　 中　　　　啓

非　常　勤
事 務 局 職 員

前　 西　 賀　 仁 非　常　勤

非　常　勤

岩   藤　      誠

職　　　員　　　数

金　　　　　額

非　常　勤

理　　      事

監  　      事 非　常　勤

相    談    役

　　業務受託関係

　　　県下官公署等に受注推進等の活動を行った。

男　　　    子

371

10,124,900

赤 磐 市 1

4,456,958
瀬 戸 内 市

備 前 市

73,452,581
484,605

真 庭 市

2 739,640

11 5,432,728

備 北 地 域
1,188,990

8
井 笠 地 域 4
総 社 地 域

16
岡 山 県 警 察 本 部

岡 山 刑 務 所 1 496,595

津 山 地 区

79,355,145倉 敷 地 域

件　　　数

0

4,817,313

7,163,314



３ 　会議、協議会及び研修会に関する事項

４ 　収支及び正味財産増減の状況並びに財産の状態の推移 （単位：千円）
４年度

17,327
194,955
195,061
△ 106
17,221
94,798
77,505
17,292

Ⅲ　法人の課題

１ 　公益法人としての理解を深めるため、関係先への周知徹底
　　県下市町村に体制への理解を求めるとともに啓発用グッズを配布した。
　　関係法令、諸規程等の理解を深めるため、研修会を実施した。

２ 　登記測量業務の受注促進
　　岡山県、岡山市、倉敷市、法務局等各官公署と度々協議を重ね理解を求めた。

３ 　登記所備付地図作成作業
    倉敷市福田町古新田地区（第３期）で実施

４

山下議員との意見交換会
 1/31本 会 と の 協 議 会

通 常 理 事 会

 6/1
コンプライアンス委員会

 6/17

経 理 部 会  ＷＥＢ

中 公 連 総 会

　　ＷＥＢ会議システムを積極的に活用した。

 業務発注推進　発注業務毎に詳細な協議

全 公 連 研 修 会

 業務発注推進　発注業務毎に詳細な協議

 業務発注推進　発注業務毎に詳細な協議

備 前 市

 業務発注推進　発注業務毎に詳細な協議

岡 山 市

 協議・打合せ、１４条業務協議

 随　時

３年度

 10/5 3/15

 5/13 8/10 10/26
 6/1 11/28 2/13

中 公 連 理 事 長 会 議

 3/4

倉 敷 市
 随  時

 ＷＥＢ

真 庭 市

各 発 注 官 公 署

　感染症対策および新しい生活様式への対応

17,24818,214
203,583

 随　時
 業務発注推進　発注業務毎に詳細な協議

 業務発注推進　発注業務毎に詳細な協議

 業務発注推進　発注業務毎に詳細な協議

２年度

 随　時

20,229

 随　時
 随　時岡 山 地 方 法 務 局

総 社 市

 随　時

前期繰越収支差額
区分／事業年度

213,562

元年度

内　　容　　等日　　　　　　　付

 随　時

岡 山 県

61,26364,195
17,248

当期収入合計

当期収支差額
234,392

△2,9812,015

43,893

216,543当期支出合計

20,229
資 産 合 計

236,407

次期繰越収支差額

正 味 財 産

203,505
78

43,942
17,320

負 債 合 計
17,39920,301
60,904
78,304
17,326

名　　　　　称
定 時 総 会

 11/22は集合、その他はＷＥＢ

 定時総会全 公 連 総 会

 9/22

 5/19

 5/26 10/5 11/22 3/15

 3/15

地区長・地域長・役員会議
監 査 会

 11/22

講 演 会  3/3

全 国 理 事 長 会 議  6/2 2/14  

中 公 連 研 修 会  9/22 12/16

 通常総会

 ＷＥＢ


